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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．０１～０．２％、
Ｓｉ：０．８～３．０％、
Ｍｎ：０．５～３％、
Ｐ≦０．１％、
Ｓ≦０．０１％、
Ａｌ：０．００５～２．０％、
Ｎ≦０．０２％、
を含み、
残部がＦｅ及び不可避的不純物からなる成分の鋼板であって、面積分率が９０％以上、１
００％未満であるフェライトを主相とし、第二相がマルテンサイト、またはベイナイトま
たはその双方からなる組織であり、かつ、圧延方向に平行な断面での第二相の密度が１ｍ
ｍ２当たりに１００００個未満であり、かつ第二相の最大の長径が２０μｍ以下であり、
かつ１／２ｔ部の｛１００｝面強度が２．５以下であることを特徴とする、成形性に優れ
た複合組織鋼板。
【請求項２】
　前記鋼が、さらに質量％で、
Ｃｕ：０．０１～２％
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を含有することを特徴とする、請求項１に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【請求項３】
　前記鋼が、さらに質量％で、
Ｂ：０．０００２～０．００３％
を含有することを特徴とする、請求項１または２に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【請求項４】
　前記鋼が、さらに質量％で、
Ｎｉ：０．０１～１％
を含有することを特徴とする、請求項１ないし３のいずれか１項に記載の成形性に優れた
複合組織鋼板。
【請求項５】
　前記鋼が、さらに質量％で、
Ｃａ：０．０００５～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００５～０．０２％
の一種または二種を含有することを特徴とする、請求項１ないし４のいずれか１項に記載
の成形性に優れた複合組織鋼板。
【請求項６】
　前記鋼が、さらに質量％で、
Ｔｉ：０．０１～０．５％、
Ｎｂ：０．００５～０．５％、
Ｍｏ：０．０５～１％、
Ｖ：０．０２～０．５％、
Ｃｒ：０．０１～１％、
Ｚｒ：０．０２～０．２％
の一種または二種以上を含有することを特徴とする、請求項１ないし５のいずれか１項に
記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【請求項７】
　第二相の硬さの平均値をフェライトの硬さの平均値で除した値が１．５以上２以下であ
ることを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の成形性に優れた複合組織鋼
板。
【請求項８】
　請求項１ないし６のいずれか１項に記載の成分を有する鋼片の熱間圧延に際し、Ａｒ３
＋２５０℃以上の温度で粗圧延を終了し、かつその歪速度を０．２／秒以下とし、かつＡ
ｒ３変態点温度＋４０℃以上Ａｒ３変態点温度＋１４０℃以下で熱間仕上圧延を終了し、
次に３０℃／秒以上の冷却速度で冷却し、その後６５０以上７５０℃態点温度以下の温度
域で１５℃／秒以下の冷却速度で５秒以上緩冷却を行い、その後、３０℃／ｓ以上の冷却
速度で冷却して、３４０℃以下の巻取温度で巻き取ることを特徴とする成形性に優れた複
合組織鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、伸び及び打ち抜き穴広げ性等の成形性に優れた複合組織鋼板およびその製造
方法に関するものである。特に、自動車の足廻り部品やロードホイール等のように成形性
に加え耐久性も求められる複合組織鋼板及びその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車の燃費向上などのために軽量化を目的として、Ａｌ合金等の軽金属や高強
度鋼板の自動車部材への適用が進められている。ただし、Ａｌ合金等の軽金属は比強度が
高いという利点があるものの、鋼に比較して著しく高価であるため、その適用は特殊な用
途に限られている。従って、より広い範囲で自動車の軽量化を推進するためには、安価な



(3) JP 4980163 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

高強度鋼板の適用が強く求められている。
【０００３】
　このような高強度化の要求に対して、これまでは車体重量の１／４程度を占めるホワイ
トボティーやパネル類に使用される冷延鋼板の分野において、強度と深絞り性を兼ね備え
た鋼板や焼付け硬化性のある鋼板等の開発が進められ、車体の軽量化に寄与してきた。と
ころが現在、軽量化の対象は車体重量の約２０％を占める構造部材や足廻り部材にシフト
してきており、これらの部材に用いる高強度熱延鋼板の開発が急務となっている。
【０００４】
　ただし、高強度化は一般的に成形性（加工性）等の材料特性を劣化させるため、材料特
性を劣化させずに如何に高強度化を図るかが高強度鋼板開発の鍵になる。特に構造部材や
足廻り部材用鋼板に求められる特性としては、伸び、打ち抜き穴広げ性、疲労耐久性等が
重要であり、高強度とこれら特性を如何に高次元でバランスさせるかが重要である。
【０００５】
　例えば、昨今普及しつつある高意匠性ロードホイールディスク用鋼板に求められる特性
としては、張り出し成形性、打ち抜き穴広げ性と疲労耐久性が特に重要視されている。こ
れは、ロードホイールディスクの成形工程の中でも、スポーク部・ハット部の張り出し成
形、飾り穴近傍のバーリング加工（穴広げ加工）が特に厳しく、またホイールの部材特性
で最も厳しい基準で管理されているのが疲労耐久性であるためである。
【０００６】
　現在、これらロードホイールディスク用高強度熱延鋼板として、部材での疲労耐久性を
重視して疲労特性に優れる５９０ＭＰａ級のフェライト－マルテンサイトの複合組織鋼板
（いわゆるＤｕａ１　Ｐｈａｓｅ鋼）が用いられている。しかし、近年、ロードホイール
ディスクの高意匠化に伴い、より複雑な形状に成形する必要性が生じているため、そのた
めの鋼板には、より高いレベルの成形性（伸び、打ち抜き穴広げ性）が求められるように
なっている。打ち抜き穴広げ性とは、打ち抜きにより剪断された鋼板の打ち抜き端面の成
形性であり、変形により打ち抜き端面に生じた亀裂の伝播しやすさによってその成形性が
定まり、通常「打ち抜き穴広げ率（穴広げ率、λ）」により測定される。
【０００７】
　打ち抜き穴広げ率（λ）とは、図１（ａ）の打ち抜き金型の模式図に示すように、まず
、材料４を打ち抜きダイ２及びしわ押さえ３で固定し、次に図１（ｂ）の打ち抜き図に示
すように、打ち抜きポンチ１を移動させることにより材料４を剪断部分５及び被剪断部分
６に分離し、得られる被剪断部分６の打ち抜き穴を図１（ｃ）の穴拡げ試験の図に示すよ
うにポンチ７の移動９で押し広げて穴径の拡大１０をし、打ち抜き端面８に入った亀裂が
板厚貫通した時点での穴径の、初期穴径に対する拡大率である。即ち、打ち抜き穴広げ率
（λ）＝（ｄ－ｄ０）／ｄ０×１００（％）で表すことができる。ここで、ｄはポンチが
移動し、打ち抜き端面８の亀裂が板厚を貫通した時点の穴径、ｄ０は初期穴径を意味する
。この試験を打ち抜き穴広げ試験と呼ぶ。この打ち抜き抜き穴広げ率（λ）に対しては、
打ち抜き金型のクリアランス（Ｃｌ）（図１（ａ）でｓ／ｔ×１００（％）、ここで、ｔ
は板厚、ｓは隙間）も重要な影響因子となっている。
【０００８】
　前述のニーズに対応するためには、ＴＳ５９０ＭＰａ級で伸び＝２８％、打ち抜き穴広
げ率＝８０％以上、望ましくは１１０％以上の熱延鋼板が求められる。
【０００９】
　更には、実際の部品の製造工程における打ち抜きは、金型の取り付け精度や金型磨耗等
の問題から５～２０％の間で変動するため、そのクリアランスの範囲で上目標を達成する
必要がある。
【００１０】
　そのような、複合組織鋼板の成形性をより改善するために、フェライト分率及び第二相
の硬さを適度の範囲に制御することによりそれらの界面の歪みを制御して穴広げ成形での
ミクロクラックを防止し穴広げ性を改善する発明が提案されている（例えば、特許文献１



(4) JP 4980163 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

参照）。
【００１１】
　また、３８０～５４０ＭＰａ級の引張強度であっても軟鋼板並みのプレス成形性を得る
ことができる薄鋼板として、質量％にて、Ｃ：０．０１～０．１％、Ｓｉ：０．６～１．
８％、Ｍｎ：０．１～２％、Ｐ≦０．１％、Ｓ≦０．０３％、Ａｌ：０．００５～１％を
含み、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなる鋼板であって、そのミクロ組織が主にポリ
ゴナルフェライトから成り、５μｍ以上の炭化物を含む第二相の体積分率が５％以下かつ
アスペクト比が２以下であることを特徴とする局部延性に優れる薄鋼板（例えば、特許文
献２参照）や、鋼板の加工硬化性を向上させ、部品強度を著しく向上させることを可能と
する加工硬化性に優れた熱延鋼板として、質量％で、Ｃ：０．０１～０．１％、Ｓｉ：０
．００５～１．０％、Ｍｎ：０．２～２．５％、Ｐ：０．００５～０．０５％、Ｓ：０．
０１％以下、Ａｌ：０．００１～０．１％、Ｎ：０．００７～０．０２％を含有し、残部
Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、鋼組織が、フェライトからなる主相と、パーライト
、ベイナイト、マルテンサイトのうちから選ばれた１種または２種以上からなる第二相と
で構成され、該第二相は体積分率３～３０％、平均径５μｍ以下のものであり、かつ該第
二相の平均硬度の前記主相の平均硬度に対する比が３．０以下であることを特徴とする加
工硬化性に優れた熱延鋼板（例えば、特許文献３参照）が提案されている。
【００１２】
　しかし、鋼板の成形性を改善するには、主に鋼板の穴広げ性と伸び（Ｅｌ）を同時に改
善する必要があるが、上記に提案されている発明等では、穴広げ性と伸びのバランスは必
ずしも良好でなく、また、広い打ち抜きクリアランスの範囲で安定して打ち抜き穴広げ率
を改善する技術は開示されておらず、高意匠性ホイールディスクに適した十分な材質とは
言えないという問題がある。
【００１３】
【特許文献１】特開２００１－３０３１８７号公報
【特許文献２】特開２００３－２９３０８２号公報
【特許文献３】特開２００５－２９８９６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、上記に鑑み、伸び及び打ち抜き穴拡げ性等の成形性に優れる複合組織鋼板お
よびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは、５９０ＭＰａ級の複合組織熱延鋼板の穴広げ性と伸び（Ｅｌ）の双方を
同時に改善することについて鋭意研究し、穴広げ性の改善には、フェライト主相（面積分
率で９０％以上）とし、第二相の形状（第二相の最大の長径≦２０μｍ）、密度（１ｍｍ
２当たりに１００００個未満）を最適化した上で、さらには、集合組織を制御し、板厚１
／２ｔ部の｛１００｝面の面強度を２．５以下とすることが重要であることを知見した。
このようにすることによって、打ち抜き・穴広げ成形時の端面の亀裂先端でのボイド発生
を抑制し、亀裂の成長を妨げることが可能となるものである。また、伸び（Ｅｌ）の改善
には、Ｓｉ：０．８～３．０％の添加が有効であることを知見した。即ち、Ｓｉはフェラ
イト中に固溶することによりフェライトの加工硬化を促進するので、伸び（Ｅｌ）が改善
されるものと推定される。
【００１６】
　本発明は、これらの知見に基づいて完成したもので、その発明の要旨は次のとおりであ
る。
【００１７】
（１）質量％で、
Ｃ：０．０１～０．２％、
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Ｓｉ：０．８～３．０％、
Ｍｎ：０．５～３％、
Ｐ≦０．１％、
Ｓ≦０．０１％、
Ａｌ：０．００５～２．０％、
Ｎ≦０．０２％、
を含み、
残部がＦｅ及び不可避的不純物からなる成分の鋼板であって、面積分率が９０％以上、１
００％未満であるフェライトを主相とし、第二相がマルテンサイト、またはベイナイトま
たはその双方からなる組織であり、かつ、圧延方向に平行な断面での第二相の密度が１ｍ
ｍ２当たりに１００００個未満であり、かつ第二相の最大の長径が２０μｍ以下であり、
かつ１／２ｔ部の｛１００｝面強度が２．５以下であることを特徴とする、成形性に優れ
た複合組織鋼板。
【００１８】
　（２）　前記鋼が、さらに質量％で、Ｃｕ：０．０１～２％を含有することを特徴とす
る、上記（１）に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【００１９】
　（３）　前記鋼が、さらに質量％で、Ｂ：０．０００２～０．００３％を含有すること
を特徴とする、上記（１）または（２）に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【００２０】
　（４）　前記鋼が、さらに質量％で、Ｎｉ：０．０１～１％を含有することを特徴とす
る、上記（１）ないし（３）のいずれか１項に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【００２１】
　（５）　前記鋼が、さらに質量％で、Ｃａ：０．０００５～０．０１％、ＲＥＭ：０．
０００５～０．０２％の一種または二種を含有することを特徴とする、上記（１）ないし
（４）のいずれか１項に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【００２２】
　（６）　前記鋼が、さらに質量％で、Ｔｉ：０．０１～０．５％、Ｎｂ：０．００５～
０．５％、Ｍｏ：０．０５～１％、Ｖ：０．０２～０．５％、Ｃｒ：０．０１～１％、Ｚ
ｒ：０．０２～０．２％の一種または二種以上を含有することを特徴とする、上記（１）
ないし（５）のいずれか１項に記載の成形性に優れた複合組織鋼板。
【００２３】
　（７）第二相の硬さの平均値をフェライトの硬さの平均値で除した値が１．５以上２以
下であることを特徴とする上記（１）ないし（６）のいずれか１項に記載の成形性に優れ
た複合組織鋼板。
【００２４】
　（８）上記（１）ないし（６）のいずれか１項に記載の成分を有する鋼片の熱間圧延に
際し、Ａｒ３＋２５０℃以上の温度で粗圧延を終了し、かつその歪速度を０．２／秒以下
とし、かつＡｒ３変態点温度＋４０℃以上Ａｒ３変態点温度＋１４０℃以下で熱間仕上圧
延を終了し、次に３０℃／秒以上の冷却速度で冷却し、その後６５０以上７５０℃以下の
温度域で１５℃／秒以下の冷却速度で５秒以上緩冷却を行い、その後、３０℃／ｓ以上の
冷却速度で冷却して、３４０℃以下の巻取温度で巻き取ることを特徴とする成形性に優れ
た複合組織鋼板の製造方法。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、打ち抜き穴広げ性と伸び（Ｅｌ）との双方に優れた複合組織鋼板を得
ることができ、高意匠性ホイールディスクに適した性質を有する成形性に優れた複合組織
鋼板を提供できるという顕著な効果を奏するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
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　本発明の打ち抜き穴広げ性に優れる複合組織熱延鋼板の特徴とするところは、穴広げ性
の改善のために、フェライト主相（面積分率で９０％以上）とし、第二相の形状（第二相
の最大の長径≦２０μｍ）、密度（１ｍｍ２当たりに１００００個未満）を最適化した上
で、さらには打ち抜き端面での亀裂の発生を抑制するために、集合組織を制御し、板厚１
／２ｔ部の｛１００｝面の面強度を２．５以下とし、そして、伸び（Ｅｌ）の改善のため
に、Ｓｉ：０．８～３．０％を添加した点にある。
【００２７】
　初めに以上の知見を得た経過について説明する。
【００２８】
　表１に示す成分（鋼Ｐ）の鋼塊を用いて、実機または実験室にて、図２及び表２に示す
熱延条件にて熱間圧延を行い、次に諸々のフェライト分率となるように冷却条件を変えて
冷却を行い、最後にフェライト及びマルテンサイトからなる組織となるように室温まで急
冷し、熱延鋼板を得た。この際粗圧延ではその最大の歪速度が０．１～０．３／秒となる
ようにした。
【００２９】
　得られた熱延板の引張試験は、供試材の１／２Ｗ部よりＪＩＳ　Ｚ　２２０１記載の５
号試験片を加工し、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１記載の試験方法に従って行った。一方、打ち抜
き穴広げ率については、同じく１／２Ｗ部より１５０ｍｍ×１５０ｍｍの試験片を３枚加
工し、日本鉄鋼連盟規格ＪＦＳ　Ｔ　１００１－１９９６記載の穴広げ試験方法に従って
評価した。また、その際、打ち抜きクリアランスを５、１５、２０％の３水準として広い
打ち抜きクリアランス範囲での穴広げ率を調べた。
【００３０】
　また、幅方向１／２Ｗ部から板面方向を向いた結晶方位を観察するためのＸ線回折試験
片を加工し、板面方向を向いた｛１００｝方位の面強度を求めた。
【００３１】
　また、幅方向１／２Ｗ部から圧延方向断面の埋め込みサンプルを作成し、研磨した後、
ナイタール腐食を行い、１／４ｔ部にて組織硬さ調査を行った。組織硬さの測定は、荷重
２．５ｇで１０点測定でビッカース硬さを測定し求めた。また、全厚で第二相の圧延方向
の最大サイズを測定した。また、同じく１／４ｔ部にて０．２ｍｍ×０．２ｍｍの視野内
で第二相の個数（円相当径１．０μｍ以上）を測定し、１ｍｍ２当たりの個数（密度）に
換算した。同じく１／４ｔ部より、フェライト分率を測定した。フェライト分率とは、ミ
クロ組織中におけるフェライト組織の面積分率で定義される。第二相の分率は、１００－
フェライト分率（％）となる。
【００３２】
【表１】

【００３３】
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【表２】

【００３４】
　以上の結果から得られたフェライト分率、第二相の最大の長径（μｍ）サイズと１／２
Ｗ部の打ち抜き穴広げ率の関係を図３に示す。図中には、各々材料ごとにクリアランスを
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、フェライト分率が９０％以上、第二相の最大長径が２０μｍ以下の領域において、穴広
げ率が最も良好となっていることが分かる。
【００３５】
　図４に、１／２ｔ部で測定した｛１００｝方位の面強度と１／２Ｗ部の打ち抜き穴広げ
率の関係を示す。図中には、各々材料ごとにクリアランスを変えて調べた打ち抜き穴広げ
率を示している。ここでは、｛１００｝方位は粗圧延条件が変わることにより変化してお
り、フェライト分率、第二相の形状は変化していない（フェライト分率＝９５％、第二相
の最大長径長さ＝１７μｍ）。これより、打ち抜き穴広げ率を改善するには｛１００｝方
位が板面と平行になった集合組織を抑制する必要があり、板厚ｔの１／２ｔ部における｛
１００｝面強度は２．５以下とする必要があることが分かる。これは、この方位の集合組
織が発達することにより、変形時に板面方向に平行なクラックが発生しやすくなり穴広げ
性を劣化させるためと推定される。本発明の鋼では、強度の確保のためにフェライトを微
細化するため低温圧延を志向しており、そのため特に｛１００｝方位が板面と平行になっ
た特異な集合組織が発達しやすく、これを規制する必要がある。
【００３６】
　図５に、第二相の密度と１／２Ｗ部の打ち抜き穴広げ率の関係を示す。図中には、各々
材料ごとにクリアランスを変えて調べた打ち抜き穴広げ率を示している。ここで、第二相
密度は、圧延温度により変化しており、フェライト分率、集合組織は大きく変化していな
い。これより、第二相の密度が小さくなり、１００００個／ｍｍ２以下とすることにより
所定の穴広げ率が得られることが分かる。これは、この密度が小さいほど、第二相間の間
隔が大きくなるため、変形時に第二相で発生したボイドの連結が抑えられるため、端面亀
裂の成長が遅くなり穴広げ性が改善されるものと考えられる。
【００３７】
　以上の組織の最適化により強度と打ち抜き穴広げ率のバランスは、広いクリアランスの
範囲にわたって十分改良される（打ち抜き穴広げ率≧８０％）が、厳しい加工を受ける用
途が対象の場合、穴広げ率≧１１０％程度まで、更なる改善を行うことが望ましく、その
ためは上記に加え、第二相の硬さを制御することが必要であることを本発明者らは知見し
た。次に、実験により、第二相の硬さの影響について調べた結果について説明する。
【００３８】
　表１に示す成分の鋼塊を図２、表３に示す条件で熱間圧延、冷却を行い、巻き取り温度
を室温から３００℃の間で変え、第二相硬さのみの異なる熱延鋼板を得た。その熱延鋼板
の第二相の硬さ（Ｈｖｓ）とフェライト硬さ（Ｈｖα）との比と打ち抜き穴広げ値（λ）
との関係を図６に示す。図中には、各々材料ごとにクリアランスを変えて調べた打ち抜き
穴広げ率を示している。ここで、得られた鋼板ではＴＳ＝５９０～６２０ＭＰａであり、
またフェライト分率＝９４％、第二相長径＝１２．５μｍの鋼について、第二相の硬さ（
Ｈｖｓ）とフェライト硬さ（Ｈｖα）との比（Ｈｖｓ／Ｈｖα）を調べたものであるが、
Ｈｖｓ／Ｈｖα＝２以下の場合に、上記に述べたように穴広げ値（λ）が良好となること
が分かる。
【００３９】
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【表３】

【００４０】
　本発明は以上を元に為されたものであり、以下に各々の要件の限定理由を説明する。
【００４１】
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　まず、本発明の打ち抜き穴広げ性に優れる複合組織鋼板の成分を限定した理由について
説明する。
【００４２】
　Ｃは、強度を確保し、また疲労特性の良好な複合組織鋼とするために必要な元素である
ので０．０１％以上の添加を必要とする。しかし、過多にあると、第二相が増加し穴広げ
性が劣化するので上限を０．２％とする。穴広げ性を最適とし、かつ疲労強度も大きく劣
化させない観点からは、Ｃ量は０．０３％以上０．１％以下が好ましい。
【００４３】
　Ｓｉは、本発明においては、強度及び伸びのバランスを良好とするために必要であり、
特に、伸び（Ｅｌ）の改善には重要な役割を果たす元素であり、０．８％以上の添加を必
要とする。その効果をＲＯＴ冷却条件のばらつきがあっても確実に得るためには１．３％
以上添加することが望ましい。しかし、過多になると、Ａｒ３変態点が高くなりすぎ実際
の熱間圧延工程において仕上げ圧延温度をそれ以上にすることが困難となり実際の圧延が
不可能となるので、上限を３．０％とする。
【００４４】
　Ｍｎは、固溶強化元素として強度上昇に有効である。所望の強度を得るためには０．５
％以上必要である。また、３％超添加するとスラブ割れを生ずるため、３％以下とするが
、好ましくは１．０～３％である。
【００４５】
　Ｐは、鋼中に不可避的に含有される不純物であり低いほど好ましく、０．１％超含有す
ると加工性や溶接性に悪影響を及ぼすと共に、疲労特性も低下させるので、０．１％以下
とする。適用される部品によっては要求される疲労特性が厳しい場合もあるので、０．０
１％以下とすることが好ましい。
【００４６】
　Ｓは、Ｐと同様に鋼中に不可避的に含有される不純物であり低いほど好ましく、多すぎ
ると穴広げ性を劣化させるＡ系介在物を生成するので、極力低減させるべきであるが、０
．０１％以下ならば許容できる範囲である。加工の厳しい部品へ適用される場合もあるの
で、好ましくは０．００３％以下とする。
【００４７】
　Ａｌは、溶鋼脱酸のために０．００５％以上含有させる必要がある。また、固溶強化に
より強度を得るためにも添加することが好ましい。しかし、コストの上昇を招くためその
上限を２．０％とする。
【００４８】
　Ｎが過多にあると時効硬化を促進し成形性を劣化させるので好ましくないが、完全に除
去するのは大幅なコスト増加につながるため、０．０２％を上限とする。成形性を確保す
る観点から、好ましくは０．００５％以下とする。
【００４９】
　Ｃｕは、固溶状態で疲労特性を改善する効果があるので、必要に応じ添加する。ただし
０．０１％未満ではその効果は少なく、２％を超えて含有しても効果が飽和する。そこで
Ｃｕの含有量は０．０１～２％の範囲とするが、好ましくは０．１～１％である。
【００５０】
　Ｂは、Ｃｕと複合添加することにより疲労限を上昇させる効果があるので、必要に応じ
添加する。ただし、０．０００２％未満ではその効果を得るために不十分であり、０．０
０３％超添加するとスラブ割れが起こる。よってＢの添加は０．０００２％以上、０．０
０３％以下とするが、好ましくは０．０００２～０．００１％である。
【００５１】
　Ｎｉは、Ｃｕ含有による熱間脆性防止のために必要に応じ添加する。ただし、０．０１
％未満ではその効果が少なく、１％を超えて添加してもその効果が飽和するので、０．０
１～１％とするが、好ましくは０．０３～０．５％とする。
【００５２】
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　ＣａおよびＲＥＭは、破壊の起点となったり、加工性を劣化させる非金属介在物の形態
を変化させて無害化する元素である。ただし、０．０００５％未満添加してもその効果が
なく、Ｃａならば０．０１％超、ＲＥＭならば０．０２％超添加してもその効果が飽和す
るのでＣａ＝０．０００５～０．０１％、ＲＥＭ＝０．０００５～０．０２％添加するこ
とが好ましい。
【００５３】
　さらに、強度を付与するために、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｍｏ、Ｖ、Ｃｒ、Ｚｒの析出強化もしく
は固溶強化元素の一種または二種以上を添加しても良い。ただし、それぞれ０．０１％、
０．００５％、０．０５％、０．０２％、０．０１％、０．０２％未満ではその効果を得
ることができない。また、それぞれ０．５％、０．５％、１％、０．５％、１％、０．２
％を超え添加しても、その効果は飽和する。
【００５４】
　次に、本発明で限定したミクロ組織（複合組織）について説明する。
【００５５】
　本発明の複合組織鋼板においては、穴広げ性と伸び（Ｅｌ）との双方を改善するために
鋼板のミクロ組織を面積分率最大の相をフェライトとする必要がある。第二相は、強度を
確保する観点から必要である。しかし、フェライトのみで十分な強度が得られる場合は必
ずしも必要ではない。より高い強度を得るためには、第二相はできるだけ硬質とすること
が好ましく、マルテンサイト、ベイナイト等の低温変態組織とする必要がある。
【００５６】
　高い強度を得る観点からは最も硬質なマルテンサイトを第二相とすることが好ましい。
しかし、これは硬質であるために変形時にフェライトとの界面に歪が溜まり、ボイドを発
生しやすく、穴広げ値を劣化させるので、より高い穴広げ値を得る場合には、第二相にマ
ルテンサイトよりも軟質のベイナイトを含ませる、または全てベイナイトとすることが好
ましい。第二相の分率は、変形時に第二相とフェライトとの界面での歪を低減し変形時の
ボイドを防ぐため第二相を低減する必要があるので、１０％以下とする必要がある。より
厳しい要求に耐える穴広げ性を得るためには、第二相分率は好ましくは６％以下とする。
一方、第二相分率が低すぎると強度が得られなくなるのに加え、Ｃ、Ｍｎ量が多い時等で
はＲＯＴ冷却においてフェライト変態しにくくなるため、そのためのＲＯＴ冷却（緩冷却
時間の確保など）を行うことが困難となるので、好ましくは２％以上とする。以上から、
フェライト分率（＝１００－第二相分率）は、９０％以上、好ましくは９４％以上９８％
以下とする。
【００５７】
　本発明の鋼の場合、穴広げ性は、フェライトと第二相の界面でのボイドの発生により支
配される。第二相のサイズが大きいほど、それとフェライトの界面のボイドは発生しやす
い。従って、穴広げ性を改善するには、第二相の中でも最大サイズの第二相を微細とする
必要がある。この理由から、第二相の最大の長径は２０μｍ以下とする。
【００５８】
　穴広げ性を改善するためには、フェライトと硬質相の界面で発生したボイドの成長、連
結を抑制することが必要であるが、この連結を防ぐ観点からは第二相の密度を圧延方向に
平行な断面での第二相の密度が１ｍｍ２当たりに１００００個未満と規定する。
【００５９】
　また、本発明では、｛１００｝方位が板面と平行になった集合組織を抑制する必要があ
り、板厚ｔの１／２ｔ部における｛１００｝面強度は２．５以下とする。これは、この方
位の集合組織が発達することにより、変形時に板面方向に平行なクラックが発生しやすく
なり穴広げ性を劣化させるためである。本発明の鋼では、強度の確保のためにフェライト
を微細化するため低温圧延を志向しており、そのため特に｛１００｝方位が板面と平行に
なった特異な集合組織が発達しやすく、これを規制する必要がある。
【００６０】
　本発明の鋼板を適用するに当たり、より加工の厳しい部品に適用する場合は、より穴広
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げ性を改善する必要があり、その場合、組織硬さを調整することが好ましい。この観点か
ら第二相及びフェライトの硬さ比（Ｈｖｓ／Ｈｖα）を２以下に限定する。一方、第二相
が軟らかすぎると所定の強度を得るのが困難となるので、Ｈｖｓ／Ｈｖαは１．５以上と
する。フェライト相、第二相等の組織硬さの調査は、荷重２．５ｇ程度のミクロビッカー
ス硬さ計で測定点数を１０以上として行う。しかし、第二相が微細な場合、荷重を２．５
ｇより小さくする必要があり、その場合ナノインデンター等を用い１．０ｇ以下の荷重で
硬さ測定を行うことが好ましい。
【００６１】
　次に、本発明の複合組織鋼板の製造方法について説明する。
【００６２】
　本発明では、目的の成分含有量になるように成分調整した溶鋼を鋳込むことによって得
たスラブを、高温鋳片のまま熱間圧延機に直送してもよいし、室温まで冷却後に加熱炉で
再加熱した後に熱間圧延してもよい。
【００６３】
　本発明では、特に低温での熱間圧延により強くなる｛１００｝面が板面方向に向いた　
集合組織を抑制する必要がある。これは、この集合組織の発達により、打ち抜き穴広げ成
形時に打ち抜き端面の亀裂先端で板面方向に平行な得意なクラックが発生し、亀裂の伝播
を促し、穴広げ性を劣化させるためである。この集合組織は、熱間圧延での歪の蓄積によ
り生ずるため、これを抑制するためには熱間圧延の粗圧延の工程において、できるだけ高
温で粗圧延を行い、かつ小さい歪速度で行うことが重要と考えられる。これにより粗圧延
工程において各パスの圧下時に動的な再結晶または動的な回復が生じ、圧延による集合組
織が弱められる効果が得られる。この観点から、粗圧延の条件は、全パスをＡｒ３＋２５
０℃以上で行い、かつ、歪速度を０．２／秒以下に規定する。
尚、歪速度は下式から求める。
ε＊：パス歪み速度（Ｓ-1）
ε＊＝（ｖ／（Ｒ×ｈ1）

0.5）×（１／ｒ0.5）×ｌｎ｛１／（１－ｒ）｝
　ここで、ｈ1：パス入側板厚（ｍｍ）、ｈ2：パス出側板厚（ｍｍ）、r＝（ｈ1－ｈ2）
／ｈ1、Ｒ：ロール径（ｍｍ）、ｖ：パス出側速度（ｍｍ／秒）を意味する。
【００６４】
　仕上げ圧延終了（最終パス）温度（ＦＴ）は、フェライト粒を微細化し、それにより第
二相を微細としてそのサイズを小さくするためにＡｒ３＋１４０℃以下とする必要がある
。しかし、仕上げ圧延終了温度が低すぎ、Ａｒ３温度＋４０℃以下となると、フェライト
、第二相が微細となりすぎて逆に第二相密度が過度に大きくなるのに加え、更には組織が
層状組織となって第二相の最大サイズも増加し穴広げ性を劣化させる可能性もあるので、
仕上げ圧延終了温度はＡｒ３＋４０℃以上とする。
尚、Ａｒ３温度は下式から求める。
　Ａｒ3＝８６８－３９６×Ｃ＋２５×Ｓｉ－６８×Ｍｎ－３６×Ｎｉ－２１×Ｃｕ－２
５×Ｃｒ＋３０×Ｍｏ
【００６５】
　また、フェライト粒、および第二相を細粒とするためには、以上の仕上げ圧延の後に３
０℃／秒以上の冷却速度でＡｒ３温度以下の温度まで、冷却を行う必要がある。３０℃／
秒未満の冷却速度ではフェライト粒径を細粒とすることができない。フェライト結晶粒や
第二相の形状を等方的な形状とし第二相の扁平化を防ぐためには好ましくは仕上げ圧延終
了後１．５秒以内の空冷（冷却速度≦１５℃／秒）を行うことが望ましい。
【００６６】
　本発明の鋼では、第二相分率を１０％以下とする必要があるが、そのためには、ＲＯＴ
冷却の際に、６５０℃以上７５０℃以下の温度域で１５℃／秒以下の冷却速度で５秒以上
冷却を行い、フェライト変態を組成により定まる最大の量近くまで生じさせる必要がある
。
【００６７】
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　その後、バーリンク性を劣化させるパーライト等の低温変態組織を出さないためには、
再び３０℃／秒以上の冷却速度で巻取り温度まで冷却を行う。
【００６８】
　巻き取り温度（ＣＴ）は、適度な十分な硬さを持った下部ベイナイト、またはマルテン
サイトとして強度を得るため、３４０℃以下とする必要がある。それ以上の巻き取り温度
とした場合、第二相が上部ベイナイトまたはパーライトととなり、強度が得られずまた穴
広げ性も良好でない。穴広げ性を良好とするためには、適度な硬さを有する下部ベイナイ
トとすることが好ましく、このためには巻き取り温度は２５０～３４０℃の範囲が好まし
い。
【００６９】
　本発明の複合組織熱延鋼板の製造方法によれば、鋼組成と相俟って、面積分率にて９０
％以上のフェライトを主相とし、残部がマルテンサイト、またはベイナイトまたはその双
方からなる組織であり、かつ、圧延方向に平行な断面での第二相の密度が１ｍｍ２当たり
に１００００個未満であり、かつ、第二相の最大の長径が２０μｍ以下であり、かつ板厚
ｔの１／２ｔ部の｛１００｝面強度が２．５以下である、打ち抜き穴広げ性に優れる複合
組織熱延鋼板を得ることができる。
【実施例】
【００７０】
　以下実施例により本発明をさらに詳細に説明する。
【００７１】
　表４に示す化学成分を有する鋼を転炉で溶製した後、連続鋳造して製造したスラブを、
表５に示す熱間圧延条件にて圧延・冷却を行い、板厚３．２～３．９ｍｍの熱間圧延鋼板
とした。
【００７２】
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【表４】

【００７３】
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【表５】

【００７４】
　圧延条件の指標である温度は、コイルの幅方向の１／２Ｗ部で測定した。
得られた熱延板の引張試験は、供試材の１／２Ｗ部よりＪＩＳ　Ｚ　２２０１記載の５号
試験片に加工し、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１記載の試験方法に従って行った。一方、打ち抜き
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穴広げ率については、同じく１／２Ｗ部より１５０ｍｍ×１５０ｍｍの試験片を３枚加工
し日本鉄鋼連盟規格ＪＦＳ　Ｔ　１００１－１９９６記載の穴広げ試験方法に従って評価
した。打ち抜き穴広げ試験は、打ち抜きクリアランスを、５％、１５％、２０％で変えて
試験を行った。
【００７５】
　また、幅方向１／２Ｗ部から板面方向を向いた結晶方位を観察するためのＸ線回折試験
片を加工し、板面方向を向いた｛１００｝方位の面強度を求めた。
【００７６】
　また、幅方向１／２Ｗ部から圧延方向断面の埋め込みサンプルを作成し、研磨した後、
ナイタール腐食を行い、１／４ｔ部にて組織硬さ調査を行った。組織硬さの測定は、荷重
２．５ｇで１０点測定でビッカース硬さを測定し求めた。また、全厚で第二相の圧延方向
の最大サイズを測定した。また、同じく１／４ｔ部にて０．２ｍｍ×０．２ｍｍの視野内
で第二相の個数を測定し、１ｍｍ２当たりの個数（密度）に換算した。同じく１／４ｔ部
より、フェライト分率を測定した。フェライト分率とは、ミクロ組織中におけるフェライ
ト組織の面積分率で定義される。第二相の分率は、１００－フェライト分率（％）となる
。
【００７７】
　以上の調査結果を表６に示す。
【００７８】
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【表６】

【００７９】
　水準（１）、（２）、（１２）、（１３）、（１５）～（２０）は、所定の条件を満た
した本発明の鋼であり良好な強度、伸び、穴広げ率（λ）のバランスが得られている。
【００８０】
　水準（３）では、粗圧延の歪速度が大きいため、｛１００｝が大きく、穴広げ率が小さ
い。
【００８１】
　水準（４）では、粗圧延の温度が低いため、｛１００｝が大きく、穴広げ率が小さい。
【００８２】
　水準（５）では、仕上げ圧延温度が低いため第二相密度が大きすぎ、穴広げ率が低い。
【００８３】
　水準（６）では、仕上げ圧延温度が高いため、第二相が粗大となっており、穴広げ率が
低い。
【００８４】
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　水準（７）では、仕上げ圧延後の冷却速度が小さいため、第二相が粗大となっており、
穴広げ率が低い。
【００８５】
　水準（８）では、ＲＯＴでの７５０～６５０℃での緩冷却速度が速く、また７５０～６
５０℃での緩冷却時間が短いため、第二相分率が大きく、穴広げ率が低い。
【００８６】
　水準（９）では、ＲＯＴでの７５０～６５０℃での緩冷却時間が短いため、第二相分率
が大きく、穴広げ率が低い。
【００８７】
　水準（１０）では、ＲＯＴでの６５０℃以下での冷却速度が小さいため、パーライトが
生成しており穴広げ率が低い。
【００８８】
　水準（１１）ではＣＴが高いため、第二相が比較的軟質な上部ベイナイトとなっており
強度が不十分であり、穴広げ率も低い。
【００８９】
　水準（１４）では、粗圧延の歪速度が大きいため、｛１００｝が大きく、穴広げ率が小
さい。
【００９０】
　水準（２１）では、Ｃが所定より低いため、強度が低い。
【００９１】
　水準（２２）では、Ｓｉ量が規定より低いため、強度と伸びのバランスが劣位である。
【００９２】
　水準（２３）では、Ｍｎ量が規定より低いため、十分な強度が得られていない。
【００９３】
　水準（２４）では、Ｃが高すぎるため、第二相分率が大きく、穴広げ値が低い。
【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】打ち抜き穴広げ試験を示す図である。
【図２】供試鋼の熱延条件を示す図である。
【図３】フェライト分率、第二相粒径と穴広げ率との関係を示す図である。
【図４】｛１００｝面強度と穴広げ率の関係を示す図である。
【図５】第二相密度と穴広げ率の関係を示す図である。
【図６】第二相の硬さ（Ｈｖｓ）とフェライト硬さ（Ｈｖα）との比と穴広げ値（λ）と
の関係を示す図である。
【符号の説明】
【００９５】
１ポンチ
２打ち抜きダイス
３しわ押さえ
４材料
５剪断部分
６被剪断部分
７穴拡げポンチ
８打ち抜き端面
９ポンチの移動
１０穴径の拡大
ｔ板厚
ｓ隙間
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